
平成２０年度事業計画 

 

 事業計画概要 

 

日本経済の先行き不透明感が増大している中、平成 20 年度は、地方情報産業界も時代の流

れに対応し、積極的に行動を始めなければならない年だと考えます。 

今年度の当連合会の活動計画としましては、各県協会との情報交流を促進し、連合会独自

の情報提供を行うとともに、多重構造脱却のため、地方における新しい受注請負構造の創出

などに積極的に挑戦していきたいと考えています。 

また、優秀な人材の確保が最も大切な我々の業界において、昨今の、職業としての、ソフ

トウェア技術者に対する人気の低下は、大きな問題になりつつあります。人材確保の面にお

いて、教育や研修の充実はもちろんですが、職業の実態を把握し、そのやりがいや魅力を、

広く世間に認知していただくことは、全国組織の連合会の役割として、大変重要なことであ

り、実践していきたいと考えます。 

さらに、今まで、行ってきた各交流事業を積極的に展開し、各県協会および協会に所属す

る各企業にとり、役に立つ活動を目指して種々実践して参りますので、関係各機関ならびに

皆様のご支援をよろしくお願い申しあげます。 

 

 

全国情報産業団体連合会 

会長 中村真規 

 

 

 



１．情報交流事業 

(1) 情報交流 

各県事務局長連絡会議などを通じて、各県協会および会員企業の情報を相互交

流し、協会および各企業の発展に寄与する。 

 

(2) 情報提供 

ANIA ならではの全国横断的な情報の提供など、地域の情報産業が必要とする

最新情報を取りまとめ、各県協会を通じて会員企業に情報を提供する。 

 

 

２．課題解決事業 

(1) 多重構造問題への取組み 

北海道の IT-JV 方式など、多重構造解消などの情報を共有し、仕組みなどを研

究する。 

 

(2) 人材確保への取組み 

エンジニア・エイド・ジャパン（エンジニアを増やそうキャンペーン）を行う。

IT 業界は３Ｋ職場などと呼ばれ、IT エンジニア希望者が低迷しているのが現

状です。ANIA が中心となって、改善するための活動を行う。 

 

 

３．総務事項 

(1) 総会 

総会は年 1 回、6 月をめどに開催する。全会員間の交流を図り、前年度の事業

承認、当該年度、次年度事業等についての各種審議を行う。 

 

(2) 理事会 

      理事会は年 5 回、4 月、7 月、10 月、1 月、3 月をめどに開催する。各県協会

の会員と地域間交流を図るため、移動理事会形式を極力実施する。 

 

 

４．総務企画事業 

(1) 全国大会の実施 

各県協会の情報交流を活性化するために全国大会を開催する。 

 

(2) 各県事務局長連絡会議の開催 

各県協会の情報交流の活性化および各県会員企業への認知度向上のために、各

県事務局長の親密な連絡体制が不可欠であるとの認識に基づき、年 3 回の全国

事務局長連絡会議を開催する。（６月、１０月、１月を予定） 



５．会員交流事業 

(1) イベント協力事業 

各県協会主催で開催されるイベントに ANIA として参加し交流を図る。 

 

(2) 委員会事業 

人材対策委員会、広報委員会その他、理事会で承認された委員会活動を積極的 

に行う。 

 

(3) ブロック会議 

地域ごとのブロック単位で活動し、会員拡大を図るとともに、会員間の親睦を図

る。 

 

 

６．広報事業 

(1) ホームページ 

ANIA の活動をよりタイムリーに紹介するとともに、各県協会活動も、積極的

に広報する。 

 

(2) 各県の各種データ収集 

各県事務局長連絡会議などを通して、し、ANIA ならではの全国横断的な地域

情報産業に関する比較分析を行い発表する。 

 

(3) ANIA Press 

前年同様、ＨＰを利用し、ANIA の活動をよりタイムリーに紹介するとともに

必要に応じて必要なところだけを印刷。 

 

 

７．会員拡大事業 

(1) 勧誘活動 

各県協会の近隣県への積極的な勧誘活動を実施し、会員拡大を図るとともに、

地域情報産業共通の課題をテーマとした ANIA 未加入協会を含めたフォーラム

を実施し、地方の情報産業としての連帯意識の醸成を図る。 

 

(2) 企業会員勧誘活動 

未加入県の情報産業協会に対して、正会員としての加入を促すことを最優先と

するが、正会員としての加入が難しい、あるいは加入まで時間がかかるようで

あれば、各県協会の主要メンバーに対して、企業会員として加入を促す。 

 

 



８．中央省庁、地方自治体、他団体への提言、意見交換 

(1) 各種提言 

各県協会と連携して経済産業省、総務省、その他中央省庁、地方自治体に対し、

地域情報産業の実態に基づく各種提言を行うとともに、意見交換を通じ、各種

情報会員に提供する。 

 

経済産業省関連 

・ 産業構造審議会への参画 

・ IT コーディネータ協会への参画 

・ IT 経営応援隊への参画 

・ 独立行政法人 情報処理推進機構 IT 人材育成審議委員会への参画 

・ 経済産業大臣表彰者の輩出 

 

総務省関連  

・ 全国地域情報化推進協議会への参画 

 

厚生労働省関連 

・ 高度ポリテクセンターへの参画 

 

その他 

・ マイクロソフトＩＴベンチャー支援プログラムへの協力 

 


